
 要支援１ 要支援２ 計 

第１号被保険者 436 564 1,000 

第２号被保険者 2 10 12 

総     数 438 574 1,012 

給付費区分 支給件数 給付額（円） 

介護予防サービス給付費   １４，８０５ ３４１，０５２，７２０ 

介護予防サービス計画給付費 １１，３６２ ５０，１７５，９７２ 

介護予防住宅改修費 ２５４ ３０，７６８，０７８ 

介護予防福祉用具購入費 １２６ ２，７４９，７０３ 

合  計 ― ４２４，７４６，４７３ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

介護予防訪問介護 ５，９８５ ９９，６１７，０１０ 

介護予防訪問看護 ３５１ １０，５５５，７５２ 

介護予防訪問リハビリテーション ５０ １，１９６，２９０ 

介護予防通所介護 ４，３１１ １３７，３５９，６９８ 

介護予防通所リハビリテーション １，３０８ ５２，００６，４９０ 

介護予防福祉用具貸与 ２，３８２ １８，９２４，０２７ 

介護予防短期入所生活介護 ７６ １，８４４，３９４ 

介護予防短期入所療養介護 ３ ５５，８７１ 

介護予防居宅療養管理指導 １６６ １，１７６，８７６ 

介護予防特定施設入居者生活介護 １７３ １８，３１６，３１２ 

合  計 ― ３４１，０５２，７２０ 

決算書掲載頁　435

内
訳

加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により、要支援状態となった被保険者について、その能力に応じ自立
した日常生活を営むことができるよう、必要な介護予防サービスを提供する。

介護給付の適正化について努めていく。
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介護保険特別会計

事業： 介護予防サービス給付 1166
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要支援状態となった被保険者の在宅での生活を支援する。
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要支援状態となった被保険者の在宅での生活を支援する。
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細事業：介護予防サービス給付 01事業
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直営 平成18年度 介護保険法　第53条

40歳以上65歳未満の特定疾病を起因とした要支援認定者及び65歳以上の要支援
認定者のうち居宅サービス等受給者。
受給者：886人（計画値）

介護給付の適正化について努めていく。
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事業：介護予防サービス給付                                

１．介護予防サービス費の支給 

要支援状態となった被保険者の在宅での生活を支援するため、ケアプラン作成や訪問介護・通所介護などの在宅

サービス、住宅改修などの費用について保険給付を行った。 

(1) 介護予防サービス受給者数 

 

 

 

 

 

※平成 26年 3月 31日現在 

(2) 給付費区分別支給件数及び給付額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細事業：介護予防サービス給付                             

１．サービス種類別介護予防サービス費 

要支援認定者が受けた介護予防サービスに要した費用について、審査を行ったうえで、介護予防サービス給付費

を支給した。 

(1) 支給件数及び給付額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 要支援１ 要支援２ 計 

第１号被保険者 436 564 1,000 

第２号被保険者 2 10 12 

総     数 438 574 1,012 

給付費区分 支給件数 給付額（円） 

介護予防サービス給付費   １４，８０５ ３４１，０５２，７２０ 

介護予防サービス計画給付費 １１，３６２ ５０，１７５，９７２ 

介護予防住宅改修費 ２５４ ３０，７６８，０７８ 

介護予防福祉用具購入費 １２６ ２，７４９，７０３ 

合  計 ― ４２４，７４６，４７３ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

介護予防訪問介護 ５，９８５ ９９，６１７，０１０ 

介護予防訪問看護 ３５１ １０，５５５，７５２ 

介護予防訪問リハビリテーション ５０ １，１９６，２９０ 

介護予防通所介護 ４，３１１ １３７，３５９，６９８ 

介護予防通所リハビリテーション １，３０８ ５２，００６，４９０ 

介護予防福祉用具貸与 ２，３８２ １８，９２４，０２７ 

介護予防短期入所生活介護 ７６ １，８４４，３９４ 

介護予防短期入所療養介護 ３ ５５，８７１ 

介護予防居宅療養管理指導 １６６ １，１７６，８７６ 

介護予防特定施設入居者生活介護 １７３ １８，３１６，３１２ 

合  計 ― ３４１，０５２，７２０ 


